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＜本特別セッションを通じて議論いただきたい点＞

・どのような要素が、一人一人のWell-being向上にとって大事なのか。

・Well-beingの観点から、地方に人を惹きつけるのは、どのような要因なのか。

・その上で、Well-beingを高めるには、どのように施策を見直していくべきと
考えられるか。

・どのように関連施策を評価していくか。例えばKPIをどのように設定するか。
また、どのようにEBPM的な手法を活用していくか。

・一人一人のWell-beingを高めることによる副次的な効果は何か。



Well-beingとの関連のある研究
• 仕事や企業と個人とのミスマッチの影響

• 労働抑制を引き起こす制度の改正の効果

• 長時間労働是正政策の効果分析

• 教育訓練給付制度の効果推定

• 育児支援政策の女性のメンタルヘルスへの影響

• 景気変動に対する企業の正規・非正規労働者の調整行動の推定

• 業績連動型の報酬体系の思わぬ副作用

• 社会保険料増加の企業行動への影響

• コロナ休校の家族への影響

• 緊急事態宣言が人々に与える影響

• 所得格差の要因分析、賃金硬直性の理論的分析など



大手の企業など、内定を断るのがもったいないくらい魅力的な企業は、労働者が企業の風土や仕事内容とのミスマッチを感じながらも断らずに入社する傾向にあるため、"魅力的な"企業ほど労働者との大きなミスマッチに直面し、それが生産性を落とすことを発見。この傾向が大企業中心に起こり、経済力を弱体化させ、成長を阻む原因になる。ミスマッチの指標は各仕事内容で高いPerformanceを上げている集団の各非認知能力・性格の平均値をその仕事での理想的な値とみなし、その値との乖離で計算。⇒ ⇒大手の企業に入った人ほど、その仕事との相性よりも、企業のブランド力を優先するため、生産性が低くなる。つまり、自分に合っていない仕事や企業風土の中で生産性を発揮しきれていない。  Work Engagement低下。⇒大企業ほど、潜在的にミスマッチが起こる可能性が高いため、労働者からの希望も聞きつつ、労働者の性格・能力に合った仕事内容をassign ⇒すべき。そうすることで、Work Engagementも上げられる可能性大。これは、新卒にも、既存の労働者にも当てはまる問題。

大手の企業など、内定を断るのがもったいないくらい魅力的な企業は、労働者が企業の風土
や仕事内容とのミスマッチを感じながらも断らずに入社する傾向にあるため、"魅力的な"企業
ほど労働者との大きなミスマッチに直面し、それが生産性を落とすことを発見。この傾向が大
企業中心に起こり、経済力を弱体化させ、成長を阻む原因になる。
ミスマッチの指標は各仕事内容で高いPerformanceを上げている集団の各非認知能力・性
格の平均値をその仕事での理想的な値とみなし、その値との乖離で計算。
⇒大手の企業に入った人ほど、その仕事との相性よりも、企業のブランド力を優先するため、

生産性が低くなる。つまり、自分に合っていない仕事や企業風土の中で生産性を発揮しきれ
ていない。⇒Work Engagement低下。
⇒大企業ほど、潜在的にミスマッチが起こる可能性が高いため、労働者からの希望も聞きつ
つ、労働者の性格・能力に合った仕事内容をassignすべき。⇒そうすることで、Work 

Engagementも上げられる可能性大。これは、新卒にも、既存の労働者にも当てはまる問題。



リクルートマネジメントソリューションズ社が提供している総合適性検査（SPI3）のデータを使用して、雇用者の能力（認知能力及び非認知能力）と企業の求める性格特性や能力とのミスマッチが、入社後の上司による評価、離職及び採用の可否に与える影響を分析する。企業固定効果を考慮した計量分析により、以下のような結果が得られた。認知能力の低さとミスマッチという不利な状況が重なった場合は、離職は増える。しかし、非常に認知能力が高い場合はミスマッチが離職を高めることはなく、ミスマッチが存在しなければ、低認知能力であっても離職が増えることはない。また、ミスマッチが大きい人、低認知能力の人ほど、内定を得にくい傾向がある。性格特性とミスマッチとの相乗効果を見てみると、「我が強い」特性や、繊細な特性を持つ場合にミスマッチがあると、上司の評価が低い傾向がある。一方、ミスマッチがあっても謙虚で責任感の強い特性を持つ人はミスマッチの上司の評価に対する負の効果が緩和される傾向がある。また、活動意欲にあふれていたり、感情の起伏が激しい人がミスマッチに直面すると、離職確率が有意に高い傾向にあることも明らかとなった。他方で、人との和を好むような性格や内向的な人はミスマッチがあっても離職をしにくい傾向にある。

リクルートマネジメントソリューションズ社が提供している総合適性検査（SPI3）のデータを使用

して、雇用者の能力（認知能力及び非認知能力）と企業の求める性格特性や能力とのミスマッ
チが、入社後の上司による評価、離職及び採用の可否に与える影響を分析する。企業固定効
果を考慮した計量分析により、以下のような結果が得られた。

① 認知能力の低さとミスマッチという不利な状況が重なった場合は、離職は増える。しかし、
非常に認知能力が高い場合はミスマッチが離職を高めることはなく、ミスマッチが存在しな
ければ、低認知能力であっても離職が増えることはない。また、ミスマッチが大きい人、低
認知能力の人ほど、内定を得にくい傾向がある。

② 性格特性とミスマッチとの相乗効果を見てみると、「我が強い」特性や、繊細な特性を持つ
場合にミスマッチがあると、上司の評価が低い傾向がある。一方、ミスマッチがあっても謙
虚で責任感の強い特性を持つ人はミスマッチの上司の評価に対する負の効果が緩和され
る傾向がある。また、活動意欲にあふれていたり、感情の起伏が激しい人がミスマッチに
直面すると、離職確率が有意に高い傾向にあることも明らかとなった。他方で、人との和を
好むような性格や内向的な人はミスマッチがあっても離職をしにくい傾向にある。

アイコンAIによって生成されたコンテンツは間違っている可能性があります。

※ これは、サンプルを新卒に限定し、SPIの認知・非認知能力を用

いてミスマッチの離職への効果を分析した論文。ミスマッチは、離職
の文脈でも重要。ミスマッチによる離職増加は、ミスマッチに起因す
るWork Engagementの低下、Well-beingの低下を反映している。



[Main Results]2004年の配偶者控除改正により、以前より顕著になった予算制約線上の103万円の屈曲点に向かって、夫の所得増加のような、既婚女性の労働供給にネガティブな影響をもたらしかねない変化が起こった場合、年収141万円以上稼いでいた中高所得者の女性が大きく年収を減らすことが起こり得ることが、理論モデルにより示された。結果、低所得者の既婚女性間での労働供給増加は起こったものの、一部の中高所得者も当時の歴史的な閾値である103万円周りへ移動したことにより、既婚女性の年収分布における103万円周りの塊がより大きくなった。このことは、配偶者控除の制度の不完全な廃止が、より顕著になった予算制約線の屈曲点を通して労働供給を歪めたことを示している。⇒その制度がもたらす歪みがなければ働きたかった「本来の理想の」労働時間を働けず、労働抑制をすることにより、Well-beingが下がることは起こりうる。⇒より中立的な働き方へ。労働抑制をするインセンティブをもたらす制度を変えていく必要性。

[Main Results]

2004年の配偶者控除改正により、以前より顕著になった予算制約線上の103万円の屈曲点
に向かって、夫の所得増加のような、既婚女性の労働供給にネガティブな影響をもたらしかね
ない変化が起こった場合、年収141万円以上稼いでいた中高所得者の女性が大きく年収を減
らすことが起こり得ることが、理論モデルにより示された。結果、低所得者の既婚女性間での
労働供給増加は起こったものの、一部の中高所得者も当時の歴史的な閾値である103万円
周りへ移動したことにより、既婚女性の年収分布における103万円周りの塊がより大きくなっ
た。このことは、配偶者控除の制度の不完全な廃止が、より顕著になった予算制約線の屈曲
点を通して労働供給を歪めたことを示している。
⇒その制度がもたらす歪みがなければ働きたかった「本来の理想の」労働時間を働けず、労
働抑制をすることにより、Well-beingが下がることは起こりうる。
⇒より中立的な働き方へ。労働抑制をするインセンティブをもたらす制度を変えていく必要性。



グラフ,折れ線グラフAIによって生成されたコンテンツは間違っている可能性があります。グラフ,折れ線グラフAIによって生成されたコンテンツは間違っている可能性があります。

低所得者の改正後の労働移動
何か労働供給に対し、ネガティブなショックが
あった場合の中高所得者の改正後の労働移動



既婚者の年収分布



法定労働時間を下げることで、実労働時間も本当に下がるのかという理論的・実証的研究。問題は、一番労働時間を下げて欲しいような超長労働時間の企業は、元々 固定費が高くて、労働者一人一人に長く働いてもらわないと採算が取れないような企業。したがって、元の法定労働時間よりも長く働いていたような企業は、すでに割り増し賃金を支払っていたので、労働時間の限界費用は増えないのに対し、法定労働時間が下がると、より多くの労働時間が割増賃金の対象になるため、一人当たりの労働者雇用にかかる限界費用は増える。すると、代替効果により、安価になった労働時間を増やして、高価になった労働者数を減らすという行動を取ることになる。規模効果で両方が減るため、結果、労働者数は減り、労働時間の変化は代替効果と規模効果の相対的な大きさに依存する。したがって、実労働時間を一番下げる必要のある、最も働きせ過ぎの企業は、理論的には大きく労働時間を下げることはない。むしろ労働時間が増えることだってあり得る。中くらいの固定費で、元々 の労働時間が新たな法定労働時間よりは長かったが、古い法定労働時間よりは短かったような企業は、新たな法定労働時間まで労働時間を下げる。(元々 新たな法定労働時間よりも短い労働時間しか働いていなかった企業には影響はない。)企業間の異質性を考慮することが重要。したがって、実労働時間を下げるような政策により、(Work-life balanceの充実などを通して)労働者のwell-beingが上がるとは限らず、長労働時間の企業では、むしろさらに労働時間が増えるケースさえあり得る。

法定労働時間を下げることで、実労働時間も本当に下がるのかという理論的・実証的研究。問
題は、一番労働時間を下げて欲しいような超長労働時間の企業は、元々固定費が高くて、労
働者一人一人に長く働いてもらわないと採算が取れないような企業。したがって、元の法定労
働時間よりも長く働いていたような企業は、すでに割り増し賃金を支払っていたので、労働時
間の限界費用は増えないのに対し、法定労働時間が下がると、より多くの労働時間が割増賃
金の対象になるため、一人当たりの労働者雇用にかかる限界費用は増える。すると、代替効
果により、安価になった労働時間を増やして、高価になった労働者数を減らすという行動を取
ることになる。規模効果で両方が減るため、結果、労働者数は減り、労働時間の変化は代替
効果と規模効果の相対的な大きさに依存する。したがって、実労働時間を一番下げる必要の
ある、最も働きせ過ぎの企業は、理論的には大きく労働時間を下げることはない。むしろ労働
時間が増えることだってあり得る。中くらいの固定費で、元々の労働時間が新たな法定労働時
間よりは長かったが、古い法定労働時間よりは短かったような企業は、新たな法定労働時間
まで労働時間を下げる。(元々新たな法定労働時間よりも短い労働時間しか働いていなかった
企業には影響はない。)企業間の異質性を考慮することが重要。したがって、実労働時間を下
げるような政策により、(Work-life balanceの充実などを通して)労働者のwell-beingが上が
るとは限らず、長労働時間の企業では、むしろさらに労働時間が増えるケースさえあり得る。





Type L). 













教育訓練給付金制度の効果推定。自己啓発は賃金率を7%程度上昇させ、その効果は特に実務的な訓練において大きい。正規社員はリターンが高い現在の業務に関連する実務的なプログラム（具体的には、オフィス事務・パソコン操作、情報処理技術など）を選択する傾向がある一方、非正規雇用は賃金面でリターンが低いSchooling（例えば、専門学校、大学、大学院などに通う）を選ぶ傾向がある。この傾向は、訓練プログラムの自己選択を通じて、潜在的に賃金格差を拡大させる可能性がある。しかし、教育訓練給付金は、正規、非正規社員ともに実務的な訓練を選ぶ確率を高めることがわかった。給付金受給がSchoolingに比して、より実務的なプログラムの訓練参加を促す理由は、Schooling ∴は、給付金をもらえるか給付金をもらえるからといって簡単に参加を決めることができるような性質の訓練ではない一方で、実務的なプログラムは、給付金がきっかけとなって、受講を決定するケースも大いにあり得る性質の訓練である。その結果、給付金の存在が参加を促す訓練タイプというのは、実務的なプログラムの、比較的軽めの訓練の方になる。そして、そのような訓練の方が、賃金率に対して即時性のある高い効果をもたらすため、結果として、教育訓練給付金の存在が、賃金率のアップにつながりやすいような実践的なプログラムへ自然と人々 を誘導していたことが分かった。教育訓練給付制度が、賃金Upにつながり安い方の教育へ導くことを通して、well-beingに貢献している可能性もある。

教育訓練給付金制度の効果推定。自己啓発は賃金率を7%程度上昇させ、その効果は特に実
務的な訓練において大きい。正規社員はリターンが高い現在の業務に関連する実務的なプログ
ラム（具体的には、オフィス事務・パソコン操作、情報処理技術など）を選択する傾向がある一方、
非正規雇用は賃金面でリターンが低いSchooling（例えば、専門学校、大学、大学院などに通う）
を選ぶ傾向がある。この傾向は、訓練プログラムの自己選択を通じて、潜在的に賃金格差を拡
大させる可能性がある。しかし、教育訓練給付金は、正規、非正規社員ともに実務的な訓練を
選ぶ確率を高めることがわかった。給付金受給がSchoolingに比して、より実務的なプログラム
の訓練参加を促す理由は、Schoolingは、給付金をもらえるか給付金をもらえるからといって簡
単に参加を決めることができるような性質の訓練ではない一方で、実務的なプログラムは、給付
金がきっかけとなって、受講を決定するケースも大いにあり得る性質の訓練である。その結果、
給付金の存在が参加を促す訓練タイプというのは、実務的なプログラムの、比較的軽めの訓練
の方になる。そして、そのような訓練の方が、賃金率に対して即時性のある高い効果をもたらす
ため、結果として、教育訓練給付金の存在が、賃金率のアップにつながりやすいような実践的な
プログラムへ自然と人々を誘導していたことが分かった。∴教育訓練給付制度が、賃金Upにつ
ながり安い方の教育へ導くことを通して、well-beingに貢献している可能性もある。



自己啓発の効果はSchoolingよりも、実務的な訓練において大きい。

Schooling 実務的なプログラム（具体的には、オフィス
事務・パソコン操作、情報処理技術など）



正規社員はリターンが高い現在の業務に関連する実務的なプログラム（具体的には、オフィス
事務・パソコン操作、情報処理技術など）を選択する傾向がある一方、非正規雇用は賃金面で
リターンが低いSchooling（例えば、専門学校、大学、大学院などに通う）を選ぶ傾向がある

実務的なプログラム（具体的には、オフィス事
務・パソコン操作、情報処理技術など）

Schooling



Training and education benefit (TEB) systemを利用するか⇒内生変数
(IV=教育訓練給付金(TEB)を申請する資格があるか)

教育訓練給付金は、正規、非正規社員ともに実務的な訓練を選ぶ確率を高める!



日本において新型コロナウイルス感染症の第1波が起きた当時、2020年3月2日から実施された全国一斉休校の対象から保育・幼稚園は除外されていた。それでも休園をする施設は存在したため、本研究では、一般に育児負担が重いと考えられる「未就学児」を対象に、保育・幼稚園の休園が親の心理的苦痛へ与える影響に焦点を当てる。保育・幼稚園を休園するかの急な決定は、当時比較的高い無作為性によって特徴づけられた。これらの利点を用いて、2020年3月における休園により未就学児が「登園できないこと」が母親の心理的苦痛にどのような影響を及ぼしたかを、操作変数法により推定。その結果、保育・幼稚園の休園は母親の心理状態を即座に悪化させ、子供が1か月間登園しないだけで心理的苦痛の指標であるK6の合計スコアを24％上昇させることや、中程度の心理的苦痛は少なくとも5 ⇒か月間続くことが示された。コロナの文脈のみならず、保育園など預けることが出来ないことや待機児童の問題が、母親のメンタルヘルスに大きく影響することが示された。育児におけるwell-beingの確保のためにも、常に利用可能な保育施設の存在が不可欠であることが示された。

日本において新型コロナウイルス感染症の第1 波が起きた当時、2020年3月2日から実施され
た全国一斉休校の対象から保育・幼稚園は除外されていた。それでも休園をする施設は存在
したため、本研究では、一般に育児負担が重いと考えられる「未就学児」を対象に、保育・幼稚
園の休園が親の心理的苦痛へ与える影響に焦点を当てる。保育・幼稚園を休園するかの急
な決定は、当時比較的高い無作為性によって特徴づけられた。これらの利点を用いて、2020 
年3 月における休園により未就学児が「登園できないこと」が母親の心理的苦痛にどのような
影響を及ぼしたかを、操作変数法により推定。その結果、保育・幼稚園の休園は母親の心理
状態を即座に悪化させ、子供が1 か月間登園しないだけで心理的苦痛の指標であるK6 の合
計スコアを24％上昇させることや、中程度の心理的苦痛は少なくとも5か月間続くことが示され
た。⇒コロナの文脈のみならず、保育園など預けることが出来ないことや待機児童の問題が、
母親のメンタルヘルスに大きく影響することが示された。育児におけるwell-beingの確保のた
めにも、常に利用可能な保育施設の存在が不可欠であることが示された。



派遣労働者に代表される「間接雇用」の雇用形態について分析する際に致命的になるのが、派遣労働者のデータは派遣元の企業のものとして格納されるため、派遣先の企業データには彼らの情報が残らないことである。そのような理由で、これまで間接雇用と直接雇用の契約の下で働く労働者では、何が異なるのかは明らかになっていなかった。そこで、「賃金構造基本統計調査」と「企業活動基本調査」とのマッチデータを用いることで、間接雇用と直接雇用の労働者への企業の対応を同時に見ることを可能とし、これまで知られていなかった間接雇用の実態を明らかにした。具体的には、企業が為替レートのショックに対して、「間接雇用」を含んだ雇用、並びに賃金等をどのように調整するかを、労働者の雇用形態ごとに分析した。結果、  間接雇用の派遣労働者に関しては数量調整が行われ、直接雇用の労働者に関しては賃金調整が行われるという形で、非対称的な労働調整が行われていることが明らかに。このように、特に不況期のバッファーとなる派遣労働者のwell-beingが、雇用の不安定性から低まる可能性が大きい。一方で、非正規労働者でも、パートタイムなどの直接雇用の労働者は、数量調整が統計的に有意に行われることはない。非正規の中の異質性の存在。

派遣労働者に代表される「間接雇用」の雇用形態について分析する際に致命的になるのが、
派遣労働者のデータは派遣元の企業のものとして格納されるため、派遣先の企業データには
彼らの情報が残らないことである。そのような理由で、これまで間接雇用と直接雇用の契約の
下で働く労働者では、何が異なるのかは明らかになっていなかった。 そこで、 「賃金構造基本
統計調査」と「企業活動基本調査」とのマッチデータを用いることで、間接雇用と直接雇用の労
働者への企業の対応を同時に見ることを可能とし、これまで知られていなかった間接雇用の
実態を明らかにした。具体的には、企業が為替レートのショックに対して、「間接雇用」を含ん
だ雇用、並びに賃金等をどのように調整するかを、労働者の雇用形態ごとに分析した。結果、
間接雇用の派遣労働者に関しては数量調整が行われ、直接雇用の労働者に関しては賃金調
整が行われるという形で、非対称的な労働調整が行われていることが明らかに。
このように、特に不況期のバッファーとなる派遣労働者のwell-beingが、雇用の不安定性か
ら低まる可能性が大きい。一方で、非正規労働者でも、パートタイムなどの直接雇用の労働者
は、数量調整が統計的に有意に行われることはない。非正規の中の異質性の存在。



不況期の解雇と賃金カットのトレードオフ関係を分析。成果主義賃金制度の導入が労働者の内在的モチベーションよりも、金銭的モチベーションを無意識に刺激する場合、成果主義賃金制度導入前よりも賃金カットにより労働者はやる気を失う可能性がある。まず、賃金が成果に応じて支払われる度合いが高いほど、賃金カットによる労働者の士気の低下を恐れる企業は、賃金カットを避け、レ​​イオフを選択する傾向があることを理論的に示した。次に、同時性バイアスを克服するためにレイオフ回帰モデルにおける賃金カットの操作変数として企業の過去の成果主義賃金のStatus ∴を使用し、成果主義賃金制度を導入している企業ほど賃金カットを実施する可能性が低い傾向を実証的にも示した。結果、企業が賃金カットを実施する可能性が低まると、解雇の可能性が高まることが分かった。この結果は、成果主義賃金制度の予期せぬ副作用を示唆している。つまり、成果主義賃金制度が普及するにつれて、企業が賃金カットを実施しにくくなるため、解雇が増加。平時には業績連動型の報酬体系の導入は労働者のやりがいや「努力が評価に反映される」という意識を通してWork Engagementを高める側面がある一方で、不況期になると企業は、賃金カットによる労働者のやる気の低下を恐れるため、解雇を選択しがちに。その場合、不況期には解雇を通したWell-beingの低下も起こり得る。

不況期の解雇と賃金カットのトレードオフ関係を分析。成果主義賃金制度の導入が労働者の
内在的モチベーションよりも、金銭的モチベーションを無意識に刺激する場合、成果主義賃金
制度導入前よりも賃金カットにより労働者はやる気を失う可能性がある。まず、賃金が成果に
応じて支払われる度合いが高いほど、賃金カットによる労働者の士気の低下を恐れる企業は、
賃金カットを避け、レイオフを選択する傾向があることを理論的に示した。次に、同時性バイア
スを克服するためにレイオフ回帰モデルにおける賃金カットの操作変数として企業の過去の成
果主義賃金のStatusを使用し、成果主義賃金制度を導入している企業ほど賃金カットを実施
する可能性が低い傾向を実証的にも示した。結果、企業が賃金カットを実施する可能性が低
まると、解雇の可能性が高まることが分かった。この結果は、成果主義賃金制度の予期せぬ
副作用を示唆している。つまり、成果主義賃金制度が普及するにつれて、企業が賃金カットを
実施しにくくなるため、解雇が増加。∴平時には業績連動型の報酬体系の導入は労働者のや
りがいや「努力が評価に反映される」という意識を通してWork Engagementを高める側面が
ある一方で、不況期になると企業は、賃金カットによる労働者のやる気の低下を恐れるため、
解雇を選択しがちに。その場合、不況期には解雇を通したWell-beingの低下も起こり得る。
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